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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 3,469 △27.5 △89 ― △153 ― 62 ―
23年3月期 4,785 ― △102 ― △23 ― △736 ―

（注）包括利益 24年3月期 9百万円 （―％） 23年3月期 △862百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 16.21 ― 3.0 △2.3 △2.5
23年3月期 △189.15 ― △29.2 △0.3 △2.1

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  △24百万円 23年3月期  147百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 5,854 2,081 35.6 538.79
23年3月期 7,005 2,072 29.6 536.09

（参考） 自己資本   24年3月期  2,081百万円 23年3月期  2,072百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 254 827 △956 1,655
23年3月期 43 △651 △625 1,529

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
24年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
25年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3. 平成25年 3月期の個別業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
「（6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、連結子会社でありましたOSK INTERNATIONAL(H.K.) LIMITEDは当連結会計年度中
に清算会社へ移行し、重要性が低下したため、連結の範囲から除外しています。これに伴い連結子会社の数が０社となり、平成25年３月期からは非連結となり
ます。 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,815 3.1 25 ― 0 ― △1 ― △0.49
通期 3,810 9.8 33 ― △11 ― △16 ― △4.16



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 4,605,760 株 23年3月期 4,605,760 株
② 期末自己株式数 24年3月期 742,061 株 23年3月期 740,126 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 3,864,894 株 23年3月期 3,891,326 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 3,469 △27.5 △87 ― △129 ― △394 ―
23年3月期 4,785 △13.3 △102 ― △171 ― △889 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 △102.10 ―
23年3月期 △228.55 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 5,339 1,566 29.3 405.56
23年3月期 6,910 1,977 28.6 511.54

（参考） 自己資本 24年3月期  1,566百万円 23年3月期  1,977百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資
料P．2「1．経営成績」をご覧ください。 
 
 （決算補足説明資料の入手方法について） 
 決算補足説明資料は決算説明会開催（平成24年５月24日予定）後、速やかに当社ホームページに掲載いたします。 
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 (1）経営成績に関する分析  

 当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災や原発事故の影響による落ち込みから徐々に回復の兆しが見

られたものの雇用情勢や個人消費は依然として厳しく、急速な円高の進行や欧州債務問題の顕在化、タイの洪水等下

押し要因が多く、先行きが不透明な状況で推移しました。 

 このような環境下、当社グループは主要顧客をシフトさせ、エレクトロニクス業界への比重を減らしながら、省エ

ネ家電、自動車、医療・食品・その他分野への売上で着実な収益を目指す体制へと大きく転換していきました。具体

的には、当連結会計年度においては省エネ性能が高いエアコン部品を中心とした家電業界への当社売上高が伸びまし

た。自動車業界に対しても当社固有のRHCM技術を活かしたピアノブラック内装部品等の採用が拡大しました。その結

果、当第３四半期会計期間までは東日本大震災またはタイの洪水による自動車業界サプライチェーンの寸断が影響し

低調であったものの、その後復調し、当第４四半期会計期間においては当社にとって初めて、自動車分野が筆頭分野

に成長する体制に移ってきています。また、製造原価の競争力向上については、生産拠点の集約化による効果が表れ

はじめており、更に、2011年９月に旧本社不動産（埼玉県草加市）を売却し、本社機能の栃木工場（栃木県栃木市西

方町）への移転集約を完了させたことで、販売管理費も大きく改善を図っていきました。 

 これにより、当連結会計年度におきましては、売上高34億69百万円、営業損失89百万円、経常損失１億53百万円と

なりました。最終損益は旧本社不動産の売却等による固定資産売却益２億17百万円を特別利益に計上したこと等から

当期純利益は62百万円の黒字（前年同期は当期純損失７億36百万円）となりました。上述の改善諸施策により、2011

年 ５月13日に掲げた売上高43億1百万円、営業損失1億54百万円、経常損失2億15百万円、当期純利益42百万円とい

う中期３ヵ年経営計画と比較して、売上高では実績が8億32百万円下回ったものの、営業損失、経常損失、当期純利

益ではそれぞれ65百万円、61百万円、20百万円上回りました。 

 また、当第４四半期会計期間においては営業損益、経常損益、当期純損益全てにおいて黒字化しました。 

 しかしながら、このような改善にもかかわらず当社グループは、結果的に４期連続で営業損失を計上したことや、

売上高の減少などから継続企業の前提に関する重要な疑義が生じています。このような状況に対し、当社グループは

上述の中期３ヵ年経営計画に基づき、効果の表れ始めている諸施策を更に促進させ、迅速に当該事象を解消していく

所存です。 

 改善策の詳細につきましては、後記「３．経営方針(4)会社の対処すべき課題」をご覧ください。  

 なお、各セグメント別の状況は次のとおりです。 

  
① 成形品セグメント 

 本セグメントは、家電、食品容器、自動車、医療機器等の部品もしくは完成品を受注生産・販売するセグメント

です。 

 当連結会計年度において当社グループは、主要顧客を、従来日本メーカーの強みとされていた薄型ＴＶ部品、パ

ソコン部品、携帯電話等に代表されるエレクトロニクス業界から、省エネ家電、自動車、医療・食品・その他分野

へ大きくシフトし、当該分野で着実な収益の実現を目指していきました。結果、当連結会計年度においては省エネ

性能の高いエアコン部品を中心とした家電業界への売上高が前年同期と比較して伸長しました。また、自動車業界

に対しても当社固有のRHCM技術を活かしたピアノブラック内装部品や低反射メーター部品の採用が拡大し、当第４

四半期会計期間においては当社にとって初めて、自動車分野が筆頭分野に成長する体制に移ってきています。結

果、当第３四半期までは東日本大震災またはタイの洪水による自動車業界サプライチェーンの寸断が影響し低調で

あったものの、その後復調し、当連結会計年度における自動車向け売上高は前年同期に近い水準まで挽回しまし

た。内需型で安定成長が見込める医療・食品・その他業界に対しては、前連結会計年度までは売上高を大きく伸張

させていましたが、当連結会計年度においては東日本大震災の影響等のため伸び悩みました。また、前連結会計年

度に連結売上高の３分の１強を占めていたエレクトロニクス業界向け売上高を当連結会計年度は大幅に減少させ、

今後はエレクトロニクス業界向け売上高に依存しない体制にシフトしました。 

 一方、製造原価については、2011年1月に実施した「栃木工場」への組織再編（旧西方工場と旧栃木CR工場の統

合）による効果が表れはじめており、セグメント利益率の改善が見られました。 

 この結果、本セグメントの売上高は30億85百万円（前年同期比28.5％減）、セグメント利益２億87百万円（前年

同期比18.0％減）となりました。 
  

② 金型・技術セグメント 

 本セグメントは、当社固有のRHCM技術を供与したライセンス収入や、顧客の要望により海外で生産委託した売上

からのコミッション収入、RHCM技術用の機械装置、金型売上など技術資源を源としたセグメントです。 

 当連結会計年度においては、東日本大震災やタイの洪水によるサプライチェーンの寸断が影響し低調であった結

果、本セグメントの売上高は３億83百万円（前年同期比18.1％減）、セグメント利益57百万円（前年同期比13.7％

減）となりました。しかしながら、自動車業界向け金型売上高が復調し、更に、当社固有のRHCM技術を活かしたピ

アノブラックによる自動車内装部品の新モデルへの採用に伴う金型受注の拡大等、今後の金型・技術セグメント好

転の兆しも見られます。 

１．経営成績
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(2）次期の見通し  

 当社グループは、2012年３月期から2014年３月期までの３ヵ年の中期経営計画を策定し、その初年度(当連結会計

年度)が営業損益、経常損益、当期純損益それぞれにつき、上方修正で終了しました。翌期以降も引き続き同計画に

基づき、海外生産移転が進むエレクトロニクス分野への依存から脱却し、主要顧客を省エネ家電、自動車、医療・食

品・その他分野へシフトし、同分野への売上で着実な収益獲得を目指していきます。特に省エネ家電、食品・その他

分野においては、内需型で変動の少ない堅調な成長が見込まれ、また自動車、医療分野においては当社固有のRHCM技

術を活かした新需要が見込まれています。 

 製造原価については、一層の内製化により、請負外注費等の変動費を軽減させることで、更なる競争力の向上を見

込んでいます。 

 販売費及び一般管理費については、取締役報酬や諸々の委託費等の固定費削減を含むタイトな経費管理を通じて、

製造原価とも相まって更なる損益分岐点の引き下げを見込んでいます。 

 それらの結果、次期の個別業績予想につきましては、売上高38億10百万円（前年同期比9.8％増）、営業利益33百

万円（前年同期は営業損失89百万円）、経常損失11百万円（前年同期は経常損失１億53百万円）、当期純損失16百万

円（前年同期は当期純利益62百万円）を見込んでいます。 
   

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当  

 当社は、持続的発展に必要な設備・技術開発投資への充当並びに財務基盤強化を図りつつ、一定の安定性の中で配

当性向も勘案し、株主還元を行っています。 

 上記方針に基づき、当連結会計年度は、４期連続で営業損失を計上することとなり、継続企業の前提に関する重要

な事象等が生じ、早急な事業の再建と財務基盤の安定を図る必要があることから無配当とさせていただきます。ま

た、次期の配当につきましても、通期の純損失として赤字計上が残る見込みであるため誠に遺憾ではございますが、

無配当とさせていただきます。 
  

(4）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における資産合計は58億54百万円となり、前連結会計年度末と比較して11億51百万円減少しま

した。これは主に、受取手形及び売掛金が２億56百万円、建物及び構築物が３億25百万円、機械装置及び運搬具が

１億22百万円、土地が２億８百万円、投資有価証券１億86百万円それぞれ減少したことによるものです。 

 負債合計は37億72百万円となり、前連結会計年度末と比較して11億60百万円減少しました。これは主に、短期借

入金が２億円増加したものの、支払手形及び買掛金が２億円、１年内返済予定の長期借入金が４億54百万円、長期

借入金が７億１百万円それぞれ減少したことによるものです。 

 純資産合計は20億81百万円となり、前連結会計年度末と比較して９百万円増加しました。これは主に、投資有価

証券評価差額金が15百万円、為替換算調整勘定が37百万円それぞれ減少したものの、当期純利益を62百万円計上し

たこと等により利益剰余金が増加したことによるものです。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、16億55百万円(前年同期比8.2％

増)となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 仕入債務の減少２億円、固定資産除売却益２億12百万円等の減少要因があったものの、売上債権の減少２億56

百万円、減価償却費２億20百万円、たな卸資産の減少76百万円、税金等調整前当期純利益66百万円等の増加要因

もあり、当連結会計年度において営業活動から得られた資金は２億54百万円(前年同期比484.3％増)となりまし

た。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 有形固定資産の売却による収入６億96百万円、投資有価証券の売却による収入１億70百万円等により、当連結

会計年度において投資活動から得られた資金は８億27百万円(前年同期は６億51百万円の支出)となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 短期借入金の純増加額２億円、長期借入れによる収入50百万円の増加要因があったものの、長期借入金の返済

を12億６百万円行ったことにより、当連結会計年度において財務活動に用いた資金は９億56百万円(前年同期比

52.9％増)となりました。  

 なお、当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。 
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（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 
（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

２．2011年３月期より連結財務諸表の作成を始めたため、2010年３月期以前の数値は記載していません。  
３．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 
４．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。  
５．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としています。  

  
(5) 継続企業の前提に関する重要事象等  

 当社グループは、前連結会計年度及び当連結会計年度において営業損失を計上するとともに、売上高の減少という

状況が継続しています。  

  当連結会計年度においては、当期純損益は黒字化を確保したものの、業績の本格回復には至っていないため、前連

結会計年度に引き続き、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しています。 

  当社グループは、当該状況を解消するため、以下の対応策を講じ、実施しています。 

  ① 2011年５月に策定した中期３ヵ年経営計画（第70期～第72期）によって変革と成長の推進を図っています。 

  ② 2011年１月に実施した「栃木工場」への組織再編(旧西方工場と旧栃木工場の統合)により、製造原価領域の競争

力を更に向上させています。当連結会計年度の製造原価における固定費は943百万円となり、前連結会計年度に対

して240百万円の軽減となりました。次年度においてもより一層の内製化を進めることにより、請負外注費等の変

動費を軽減させてまいります。 

  ③ 当連結会計年度において、旧本社不動産(埼玉県草加市)を売却し、本社機能の栃木工場(栃木県栃木市西方町)へ

の移転集約を完了させたことで、販売管理費領域の競争力を改善いたしました。具体的には、当連結会計年度下

期の販売費及び一般管理費は194百万円となり、前年同期と比較して64百万円の減少が主に統合による効果として

表れています。次年度以降も、取締役報酬や諸々の委託費等の固定費の削減を通じて、継続的に損益分岐点の引

き下げを推進してまいります。  

  ④ 自動車、医療・食品・その他セグメントの新旧顧客に対する、営業・技術組織体制を強化・拡充します。当連結

会計年度の第４四半期においては、自動車分野への売上が、大きく伸長しました。このため当連結会計年度の第

４四半期では営業損益、経常損益、四半期純損益の全てにおいて黒字化を達成いたしました。現在も得意先との

間で新規案件に対する試作・開発が進行中であり、2013年３月期以降から2014年３月期における売上高の急増は

見込まれていませんが、前述の諸固定費が削減されていることから損益分岐点が低下しており、営業損益段階で

の安定的な改善が見込まれます。 

  ⑤ 資金繰りについて 

  ア. 当面の厳しい事業環境を乗り越えるべく、メインバンクを中心に既存取引銀行と緊密な関係を維持しており、 

       継続的な支援を前提とした資金計画を構築し、必要資金の確保について綿密に連携中です。 

  イ. 当連結会計年度においては、旧本社不動産(埼玉県草加市)の売却代金705百万円により不動産担保に見合う長期 

    借入金600百万円を返済いたしました。これに加え、保有資金による借入金の圧縮を図り、有利子負債の総額を 

       前連結会計年度末残高3,822百万円から、当連結会計年度末残高2,865百万円とし、956百万円の軽減を図りまし 

       た。 

  ウ. 2012年４月にメインバンクである株式会社みずほ銀行との間で、200百万円のコミットメントライン契約を締結 

       しました。 

  

 以上のとおり、上記の対応策を進めている途上ですが、これらの施策は、受注動向や経済環境に左右されることから

現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

 なお、当社グループの連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を連結財務諸表に反映していません。 

  2008年3月期 2009年3月期 2010年3月期 2011年3月期 2012年3月期 

自己資本比率（％）  －  －  －  29.6  35.6

時価ベースの自己資本比率（％）  －  －  －  10.5  8.9

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  －  －  －  87.7  11.2

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  －  －  0.4  3.3
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当社グループは、当社（小野産業株式会社）、持分法適用関連会社１社（Fischer Tech Ltd.以下FT社）により構成さ
れており、プラスチック製品の製造・販売及び金型、金型温調機等装置の販売・技術支援サービスの提供等を主な業務と
しています。 
なお、連結子会社でありましたOSK INTERNATIONAL (H.K.) LIMITEDは当連結会計年度中に清算会社へ移行し、重要性が

低下したため、連結の範囲から除外しています。   
  

(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、顧客への存在価値を向上させるべく、プラスチック加工領域における独自技術を開発し、その成果を広く

普及させることを通じて、株主・顧客・従業員への利益最大化を図っていきます。同時に、社会の一員として法令遵

守に努め、環境負荷の低減にも積極的に取り組んでいきます。その概要は次のとおりです。 

① 企業競争力強化・技術集約型企業への推進 

 プラスチック加工領域における独自技術の開発と独自技術をベースとした高品位製品の量産技術の開発を進め

ていきます。一方で、他社との共同開発等を通じて他の加工技術との融合を図り、更なる差別化技術を開発して

いきます。 

 同時に、独自技術であるＲＨＣＭ（高速ヒートサイクル成形）技術を核とした緩やかな連合体（ＲＨＣＭアラ

イアンス）形成を推進しており、アライアンス・パートナーとともにＲＨＣＭ製品の供給拠点をグローバルに構

築していきます。   

   ② 人財の拡充、育成 

 様々な意識改善活動、業務目標達成計画、個人目標達成計画及び教育・研修プログラムを整合的に推進し、会

社・部門・個人のベクトルを調和させ、魅力ある会社づくりを図っていきます。 

③ 社会性 

 経営・会計の透明性、環境問題を始めとして、企業の遵法性（社会性）が求められている中、当社は、社会の

一員として環境問題への取組、反社会的勢力排除に向けた体制の整備等全ての業務活動における遵法精神の重要

性の認識を高めていきます。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社は、次の項目を経営指標としています。 

① フリー・キャッシュ・フロー 

 フリー・キャッシュ・フローを、持続的発展に必要な事業・設備・研究開発等の投資及びファイナンスを判断

する指標として利用しています。短期的には、フリー・キャッシュ・フローの最大化を目標としています。 

② ＲＯＡ（総資産営業利益率） 

 ＲＯＡを、総資産に対して効率的な経営がなされているか判断する指標として活用しています。本指標を通じ

て経営層が貸借対照表を継続的にウォッチすることにより、事業活動に不要不急な資産及びたな卸資産の削減に

役立てる他、株主への還元である自社株買いの判断にも利用しています。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

  当社グループは、2012年３月期より３ヵ年の中期経営計画を策定し、開始しています。当計画期間中における経営

方針としまして、当社固有の技術開発力を活かし、主要顧客の領域を海外生産移転が進むエレクトロニクス分野から

自動車、医療機器、食品分野にシフトし、売上高を維持安定させていきます。 

 また、特に自動車分野でニーズの高い、当社による国内での製品開発・立上げと関連会社ＦＴ社による海外での量

産とのシームレスな連携体制を構築していきます。 

 当計画の初年度にあたる2012年３月期には、埼玉県草加市の本社不動産を売却し、本社機能を栃木工場に一体化し

ました。先に統合した工場のみならず、生産・営業・技術・管理を含む全社機能を統合して効率化を図り、当計画期

間を通じて最大限の統合効果を図っていきます。 

   

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループは、４期連続の営業損失の計上及び売上高の減少等により継続企業の前提に関する重要な疑義が生じ

るにいたりました。当該状況を早急に解消すべく新たに策定した中期３ヵ年経営計画により変革と成長の推進を図

り、収益性の改善と財務体質の強化を行っていきます。 

 継続企業の前提に関する重要事象に関する状況及びその対応・改善策等の詳細につきましては、前記「１．経営成

績 (5) 継続企業の前提に関する重要事象等」に記載のとおりです。   

  

２．企業集団の状況

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(2011年３月31日) 

当連結会計年度 
(2012年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,529,446 1,655,534

受取手形及び売掛金 1,421,457 1,165,010

商品及び製品 123,479 81,766

仕掛品 45,192 37,716

原材料及び貯蔵品 75,498 52,057

その他 33,554 29,655

貸倒引当金 △3,810 △14,502

流動資産合計 3,224,818 3,007,238

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,351,061 1,025,244

機械装置及び運搬具（純額） 472,592 349,799

土地 458,296 249,509

その他（純額） 33,546 21,185

有形固定資産合計 2,315,497 1,645,738

無形固定資産   

その他 12,859 7,248

無形固定資産合計 12,859 7,248

投資その他の資産   

投資有価証券 201,859 14,922

関係会社株式 716,431 654,955

投資不動産（純額） 239,144 238,595

保険積立金 249,893 246,200

その他 45,211 39,309

投資その他の資産合計 1,452,541 1,193,983

固定資産合計 3,780,898 2,846,971

資産合計 7,005,716 5,854,209
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(2011年３月31日) 

当連結会計年度 
(2012年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 822,335 621,590

短期借入金 850,000 1,050,000

1年内返済予定の長期借入金 1,201,826 747,152

その他 102,300 109,233

流動負債合計 2,976,461 2,527,975

固定負債   

長期借入金 1,770,604 1,068,802

退職給付引当金 119,081 115,050

役員退職慰労引当金 39,604 45,254

繰延税金負債 10,693 －

その他 16,930 15,409

固定負債合計 1,956,912 1,244,516

負債合計 4,933,374 3,772,492

純資産の部   

株主資本   

資本金 595,916 595,916

資本剰余金 744,503 744,503

利益剰余金 1,069,416 1,129,182

自己株式 △297,649 △297,932

株主資本合計 2,112,185 2,171,669

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 16,039 475

為替換算調整勘定 △55,882 △90,428

その他の包括利益累計額合計 △39,842 △89,952

純資産合計 2,072,342 2,081,716

負債純資産合計 7,005,716 5,854,209
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 2010年４月１日 
 至 2011年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2011年４月１日 
 至 2012年３月31日) 

売上高 4,785,630 3,469,138

売上原価 4,368,257 3,123,976

売上総利益 417,372 345,162

販売費及び一般管理費 519,656 434,342

営業損失（△） △102,283 △89,180

営業外収益   

受取配当金 12,108 1,430

受取賃貸料 17,742 16,096

受取保険金 － 7,103

スクラップ売却益 － 4,380

持分法による投資利益 147,928 －

その他 20,164 12,594

営業外収益合計 197,943 41,605

営業外費用   

支払利息 97,339 76,944

持分法による投資損失 － 24,054

その他 21,985 5,320

営業外費用合計 119,325 106,319

経常損失（△） △23,665 △153,894

特別利益   

固定資産売却益 2,529 218,780

貸倒引当金戻入額 4,186 －

賞与引当金戻入額 37,595 －

その他 6,222 7,622

特別利益合計 50,533 226,402

特別損失   

固定資産売却損 134 1,881

固定資産除却損 2,749 4,355

減損損失 634,535 －

役員特別退職慰労金 3,877 －

早期割増退職金 131,150 －

その他 1,212 －

特別損失合計 773,660 6,237

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△746,791 66,270

法人税、住民税及び事業税 4,967 3,627

法人税等還付税額 △15,000 －

法人税等調整額 △716 －

法人税等合計 △10,749 3,627

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△736,042 62,643

少数株主利益 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △736,042 62,643
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 2010年４月１日 
 至 2011年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2011年４月１日 
 至 2012年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△736,042 62,643

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △70,376 △15,564

為替換算調整勘定 △2,876 △33

持分法適用会社に対する持分相当額 △53,005 △37,422

その他の包括利益合計 △126,258 △53,020

包括利益 △862,301 9,623

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △862,301 9,623

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 2010年４月１日 
 至 2011年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2011年４月１日 
 至 2012年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 595,916 595,916

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 595,916 595,916

資本剰余金   

当期首残高 744,503 744,503

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 744,503 744,503

利益剰余金   

当期首残高 1,807,958 1,069,416

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △736,042 62,643

連結範囲の変動 △2,499 △2,876

当期変動額合計 △738,541 59,766

当期末残高 1,069,416 1,129,182

自己株式   

当期首残高 △272,505 △297,649

当期変動額   

自己株式の取得 △25,144 △282

当期変動額合計 △25,144 △282

当期末残高 △297,649 △297,932

株主資本合計   

当期首残高 2,875,871 2,112,185

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △736,042 62,643

自己株式の取得 △25,144 △282

連結範囲の変動 △2,499 △2,876

当期変動額合計 △763,685 59,484

当期末残高 2,112,185 2,171,669
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 2010年４月１日 
 至 2011年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2011年４月１日 
 至 2012年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 86,415 16,039

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △70,376 △15,564

当期変動額合計 △70,376 △15,564

当期末残高 16,039 475

為替換算調整勘定   

当期首残高 － △55,882

当期変動額   

連結範囲の変動に伴う為替換算調整勘定の
増減

－ 2,910

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △55,882 △37,456

当期変動額合計 △55,882 △34,546

当期末残高 △55,882 △90,428

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 86,415 △39,842

当期変動額   

連結範囲の変動に伴う為替換算調整勘定の
増減

－ 2,910

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △126,258 △53,020

当期変動額合計 △126,258 △50,110

当期末残高 △39,842 △89,952

純資産合計   

当期首残高 2,962,287 2,072,342

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △736,042 62,643

自己株式の取得 △25,144 △282

連結範囲の変動 △2,499 △2,876

連結範囲の変動に伴う為替換算調整勘定の増
減

－ 2,910

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △126,258 △53,020

当期変動額合計 △889,944 9,374

当期末残高 2,072,342 2,081,716
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 2010年４月１日 
 至 2011年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2011年４月１日 
 至 2012年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△746,791 66,270

減価償却費 320,366 220,086

減損損失 634,535 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,186 10,692

賞与引当金の増減額（△は減少） △37,595 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9,424 5,650

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,641 △4,030

受取利息及び受取配当金 △13,139 △2,050

支払利息 97,339 76,944

持分法による投資損益（△は益） △147,928 24,054

固定資産除売却損益（△は益） 354 △212,543

売上債権の増減額（△は増加） 289,209 256,447

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,857 72,630

仕入債務の増減額（△は減少） △261,383 △200,745

その他 4,452 15,697

小計 132,591 329,104

利息及び配当金の受取額 13,190 2,053

利息の支払額 △99,713 △75,591

法人税等の支払額 △12,409 △9,645

法人税等の還付額 9,943 8,854

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,602 254,776

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △86,414 △38,879

有形固定資産の売却による収入 17,969 696,351

投資有価証券の取得による支出 △2,604 △2,672

投資有価証券の売却による収入 － 170,974

関係会社株式の取得による支出 △580,687 －

その他 △151 2,030

投資活動によるキャッシュ・フロー △651,889 827,804

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 200,000

長期借入れによる収入 600,000 50,000

長期借入金の返済による支出 △1,300,242 △1,206,476

自己株式の取得による支出 △25,433 △282

配当金の支払額 △47 △112

財務活動によるキャッシュ・フロー △625,722 △956,870

現金及び現金同等物に係る換算差額 △977 663

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,234,986 126,374

現金及び現金同等物の期首残高 2,763,703 1,529,446

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 729 －

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △285

現金及び現金同等物の期末残高 1,529,446 1,655,534
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(5）継続企業の前提に関する注記

当連結会計年度 
（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

 当社グループは、前連結会計年度及び当連結会計年度において営業損失を計上するとともに、売上高の減少という

状況が継続しています。  

  当連結会計年度においては、当期純損益は黒字化を確保したものの、業績の本格回復には至っていないため、前連

結会計年度に引き続き、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しています。 

  当社グループは、当該状況を解消するため、以下の対応策を講じ、実施しています。 

  

 (1) 2011年５月に策定した中期３ヵ年経営計画（第70期～第72期）によって変革と成長の推進を図っています。 

  

 (2) 2011年１月に実施した「栃木工場」への組織再編(旧西方工場と旧栃木工場の統合)により、製造原価領域の競争

力を更に向上させています。当連結会計年度の製造原価における固定費は943百万円となり、前連結会計年度に対

して240百万円の軽減となりました。次年度においてもより一層の内製化を進めることにより、請負外注費等の変

動費を軽減させてまいります。 

  

 (3) 当連結会計年度において、旧本社不動産(埼玉県草加市)を売却し、本社機能の栃木工場(栃木県栃木市西方町)へ

の移転集約を完了させたことで、販売管理費領域の競争力を改善いたしました。具体的には、当連結会計年度下

期の販売費及び一般管理費は194百万円となり、前年同期と比較して64百万円の減少が主に統合による効果として

表れています。次年度以降も、取締役報酬や諸々の委託費等の固定費の削減を通じて、継続的に損益分岐点の引

き下げを推進してまいります。 

  

 (4) 自動車、医療・食品・その他セグメントの新旧顧客に対する、営業・技術組織体制を強化・拡充します。当連結

会計年度の第４四半期においては、自動車分野への売上が、大きく伸長しました。このため当連結会計年度の第

４四半期では営業損益、経常損益、四半期純損益の全てにおいて黒字化を達成いたしました。現在も得意先との

間で新規案件に対する試作・開発が進行中であり、2013年３月期以降から2014年３月期における売上高の急増は

見込まれていませんが、前述の諸固定費が削減されていることから損益分岐点が低下しており、営業損益段階で

の安定的な改善が見込まれます。 

  

 (5) 資金繰りについて 

  ① 当面の厳しい事業環境を乗り越えるべく、メインバンクを中心に既存取引銀行と緊密な関係を維持しており、 

      継続的な支援を前提とした資金計画を構築し、必要資金の確保について綿密に連携中です。 

  ② 当連結会計年度においては、旧本社不動産(埼玉県草加市)の売却代金705百万円により不動産担保に見合う長期 

   借入金600百万円を返済いたしました。これに加え、保有資金による借入金の圧縮を図り、有利子負債の総額を

前連結会計年度末残高3,822百万円から、当連結会計年度末残高2,865百万円とし、956百万円の軽減を図りまし

た。 

  ③ 2012年４月にメインバンクである株式会社みずほ銀行との間で、200百万円のコミットメントライン契約を締結

しました。 

  

 以上のとおり、上記の対応策を進めている途上ですが、これらの施策は、受注動向や経済環境に左右されることから

現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

 なお、当社グループの連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を連結財務諸表に反映していません。 
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(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
当連結会計年度 

（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項    連結子会社の数 ０社 

２．持分法の適用に関する事

項 

（1）持分法適用関連会社の数 １社 

関連会社は全て持分法適用の範囲に含めています。 

（2）持分法適用関連会社の名称 

   Fischer Tech Ltd.  

３．連結の範囲の変更に関す
る事項 

 連結の範囲の変更  
   OSK INTERNATIONAL (H.K.) LIMITEDは当連結会計年度中に清算会社へ移行し、重

要性が低下したため、連結の範囲から除外しています。 

４．持分法適用関連会社の事
業年度等に関する事項 

 持分法適用関連会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しています。しかし、
当社の連結業績の早期開示を行うために、在外関連会社であるFischer Tech Ltd.の連
結決算数値を基礎として持分法損益を算出することが困難な状況であることから、同
社の半年前の連結決算数値をもって持分法損益を算出しています。これにより、当連
結会計年度の持分法損益は同社の前連結会計年度の第３四半期から第４四半期及び当
連結会計年度の第１四半期から第２四半期までの１年間の連結決算数値を基礎として
算出しています。 

５．会計処理基準に関する事
項 

 (1）重要な資産の評価基準
及び評価方法 

(1）有価証券 

① その他有価証券 

時価のあるもの 
 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 
 移動平均法による原価法  

  (2）デリバティブ  

 時価法 

  (3）たな卸資産  

① 商品 

個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

  ② 製品・仕掛品・原材料 

移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 (2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

(1）有形固定資産及び投資不動産 

定額法 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物      7～47年 

機械及び装置  7～15年 

  (2）無形固定資産 

定額法 

  ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)

に基づいています。 

 (3）重要な引当金の計上基
準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しています。 

  (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末の退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しています。 

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額の
100％を計上しています。 

 (4）重要な外貨建の資産及
び負債の本邦通貨への
換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しています。 
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当連結会計年度 

（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

 (5）重要なヘッジ会計の方
法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しています。また、金利スワップについては、特例処理の要

件を満たしている場合は、特例処理を採用しています。 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の金利 

  (3）ヘッジ方針 

 主として当社のリスク別管理方針に基づき、金利変動リスクをヘッジしています。

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時
及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと
想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は省略しています。 

 (6）連結キャッシュ・フロ
ー計算書における資金
の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっています。 

 (7）その他連結財務諸表作
成のための基本となる
重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

  税抜方式によっています。 

(7）追加情報

当連結会計年度 
（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

(追加情報)   

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しています。 
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１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。 

 当社は成形品と金型・技術の２つの事業を基礎として組織を構成し、国内及び海外の包括的な戦略を立案して事

業活動を展開しています。したがって、当社グループは、これら２事業を報告セグメントとしています。 

 成形品セグメントは、主に当社の製造加工設備など有形固定資産を駆使し、エンジニアリング・プラスチックの

射出成形を構成要素に含む自動車部品、医療・食品容器、家電、エレクトロニクス部品などの設計開発からサプラ

イチェーンマネジメントまでのバリューチェーンを含む全体又は一部を受託し、量産供給するビジネスモデルで

す。 

 金型・技術セグメントは、主に当社の特許、ノウハウ等の産業財産権を駆使した成果を、金型や金型温調装置と

いった有形の商品に表現したり、ライセンス料やソフトウエア収入といった無形のサービスに表現することで、顧

客のニーズに対応するビジネスモデルです。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額の算定方法 

  報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一です。 

 報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値です。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報 

  前連結会計年度（自2010年４月１日  至2011年３月31日） 

（注）セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の売上総利益と一致しています。 

  

  当連結会計年度（自2011年４月１日  至2012年３月31日） 

（注）セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の売上総利益と一致しています。 

(8）連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）

   （単位：千円）

  成形品 金型・技術 調整額 
連結財務諸表計上

額（注） 

売上高         

外部顧客への売上高  4,316,977  468,652  －  4,785,630

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 －  －  －  －

計  4,316,977  468,652  －  4,785,630

セグメント利益  350,631  66,741  －  417,372

減損損失  634,535  －  －  634,535

   （単位：千円）

  成形品 金型・技術 調整額 
連結財務諸表計上

額（注） 

売上高         

外部顧客への売上高  3,085,257  383,880  －  3,469,138

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 －  －  －  －

計  3,085,257  383,880  －  3,469,138

セグメント利益  287,538  57,624  －  345,162
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 （注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりです。 

  

  

  

  

  

 （1）取締役の異動（2012年６月22日予定） 

  ①新任予定取締役 

   取 締 役         佐 藤 義 久 （現 執行役員技術管掌） 

   取 締 役         生 澤 光 男 （現 執行役員栃木工場長） 

  ②退任予定取締役  

   取 締 役         宮 内 博 章 （現 取締役管理管掌） 

  ③取締役の役職の異動 

   代表取締役社長兼生産管掌  小 野 大 介 （現 代表取締役社長） 

   取締役管理管掌       伊 藤 雅 之 （現 取締役生産管掌）    

  

  

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 2010年４月１日 
至 2011年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 536.09

１株当たり当期純損失金額（△） 円 △189.15

１株当たり純資産額 円 538.79

１株当たり当期純利益 円 16.21

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載していません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  
前連結会計年度 

（自 2010年４月１日 
至 2011年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純

損失金額 
    

当期純利益又は当期純損失（△）（千円）  △736,042  62,643

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は純損失

（△）（千円） 
 △736,042  62,643

期中平均株式数（株）  3,891,326  3,864,894

（重要な後発事象）

当連結会計年度 
（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

  コミットメントライン契約の締結  

 当社は、安定的な資金調達枠の確保を目的とし、2012年４月18日付で株式会社みずほ銀行とコミットメントライン

契約を締結しました。 

 契約の概要 

  ①設定金額       総額 200,000千円 

  ②利率         2.875％ 

  ③コミットメント期間  2012年４月18日から2013年４月17日まで 

  ④担保提供資産     関係会社株式、保険積立金 

   このコミットメントライン契約に関し、財務制限条項が付されております。 

   なお、当該契約に係る借入実行残高はありません。 

   

５．その他
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